
あわら市監査委員告示 第 2号

地方自治法第 199条第 4項の規定による監査を実施したので、同条第 9項
の規定によりその結果に関する報告を下記のとおり公表する。

平成 31年 3月 27日

あわら市監査委員

あわら市監査委員

記

1 監査の種別  定期監査

2 監査の対象
総務部 (総務課、政策課、監理課)

財政部 (財政課、税務課、収納推進課)

市民生活部 (市民課、生活環境課)

健康福祉部 (福祉課、子育て支援課、健康長寿課)

経済産業部 (農林水産課、観光商工課)

土木部 (建設課、新幹線まちづくり課、上下水道課)

教育委員会 (教育総務課、文化学習課、スポーツ課、国体推進課)

会計課

議会事務局

監査委員事務局

3 監査の範囲
平成 30年度の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理

4 監査の期間
平成 30年 10月 29日 から平成 31年 2月 28日 まで
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5 監査の方法

財務に関する事務の執行及び経営に係る事業管理について、法令等に基づ

き適正かつ効率的に行われているかどうかに主眼を置き、次の監査資料の提

出を求め、事務局職員が調査するとともに、監査委員が関係職員から説明を

聴取し質疑を行った。

(1)監査資料
1.職員、臨時職員の状況及び事務分担表
2.主要事業及び懸案事項調
3.委託料調
4.工事請負費調
5.備品購入費調
6.補助金調
7.指定管理者調
8.歳入及び歳出執行状況
9.追加資料

(2)監査委員による監査期 日
平成30年 10月 29日   土木部

11月 27日  財政部、健康福祉部 (こ ども園)
12月 27日   経済産業部

平成31年 1月 15日   教育委員会
1月 28日   総務部
2月 18日   市民生活部、健康福祉部
2月 28日   会計課、議会事務局、監査委員事務局

監査の結果

財務に関する事務の執行及び経営に係る事業管理は、おおむね適正に行わ

れているものと認められたが、次の事項については、改善や検討が望まれる。

なお、監査の過程で確認 した軽微な事項については、その都度指示・助言

を行い、改善を促 した。

《指摘事項》

・支出事務の不備について (生活環境課 )

毎月払いの委託料の支出において、二重払いや支払遅延が発生してい

た。同一業務を複数業者 と契約 していたことによって支払事務が煩雑で

あつたことや担当者の確認不足等が原因とみられるが、今後は課内全体
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でチェック体制を強化 し、再発防止に努められたい。

・契約事務の不備について (観光商工課 )

委託契約について、当初契約の内容、金額及び期間を変更するにあた

り、当初契約期間が終了しているにも関わらず変更契約が締結されてい

なかった。起案者だけでなく決裁者も含め、契約事務のルールを再確認

し、適正な事務処理に努められたい。

《意見》

・行政改革の推進について (政策課 。財政課 )

2023年春の北陸新幹線芦原温泉駅開業を控え、多額の市債発行が見込
まれる中、将来負担の抑制を図 り安定的な行政サービスを提供するため、

これまで以上に慎重な予算配分が求められる。当局においては、行政評

価等により既存の施策や事務事業の効果を検証するとともに、全ての経

費の必要性を再検討 し、事業のスクラップ及び事務の合理化を中心とし

た行政改革を推進されたい。

・各健診通知の統一について (市民課・健康長寿課 )

市が行 う各健診業務については、対象者へ健診ごとにそれぞれ案内通

知が送付されているが、複数の通知が届 く市民は理解が しづらく、事務

上も非効率であると言える。受診 しやすい環境を作 り、更なる受診率の

向上を図るため、各通知を一体化 させるなど明快な通知方法を検討 され

たい。

・市営住宅の用途廃上について (建設課 )

市営住宅のうち耐用年数を超過 している 6施設については、用途廃止
に向けて、新規入居者の募集停止 と並行 して、入居者への住み替え案内

を行っているのとことであるが、住み替え先については、既存の他市営

住宅だけでなく空き家等の活用も視野に入れ、柔軟かつ早急傘対応を検

討 されたい。

・市民参加型事業の効果検証について (スポーツ課、健康長寿課 )

各種イベン トの開催にあたっては、高齢化や余暇の多様化等、時代 と

ともに変化する市民のニーズを的確に捉え、絶えず見直 しを図っていく

必要がある。特に市民体育祭、健康長寿祭においては、費用姑効果を十

分に検証 し、事業の在 り方を検討 されたい。



議会ペーパーレス化について (議会事務局)

ICT機器の普及を背景に、全国的にタブレット端末を用いた議会運営が

進んでいる。当市においても印刷経費や事務負担軽減のため、これらに
ついて検討されたい。またペーパーレス化による業務改善は全庁的な課

題であることから、議会内だけでなく執行機関との合意形成を図り、今

後も効率的な議会運営に努められたい。


